
平成２０年度主要な政策に係る評価書要旨  

評価実施時期：平成２０年７月 担当部局課室名：総合通信基盤局国際部国際政策課 他 ６課室

施策名 ＩＣＴ分野における国際戦略の推進 
政策体系上の位置付け 

(情報通信(ICT 政策))政策１５ 

施策の

概要 

政策の基本目標達成に向けて、二国間・多国間の政府間協議、国際機関への貢献により、ＩＣＴ

分野における国際的な課題解決、連携強化等を図る。また、多様な手段を用いた我が国ＩＣＴに関

する情報発信及び国際動向の調査を実施することにより、国際的な相互理解の増進及び我が国ＩＣ

Ｔ企業の海外展開支援を図る。 

施策に関

する評価

結果の概

要と達成

すべき目

標等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 

 本政策について指標の達成状況を見ると、平成１９年度に目標年度を迎えた全ての指標におい

て目標を達成し、その他の指標についても目標年度に向けて取組が進行していることがわかり、

政策の基本目標に向け着実に取組効果が現れていることが認められる。 

二国間・多国間関係への対応、アジア各国等との協力等により、ＩＣＴ分野における国際的な

課題解決、連携強化等について、国際的な互恵関係の構築に向けて成果が上がっており、引き続

き取り組んでいく必要がある。また、我が国ＩＣＴに関する戦略的情報発信等を実施するととも

に、国際機関に対して標準化活動等で主導的な役割を果たすことにより、我が国ＩＣＴ企業の海

外展開支援の推進等について、我が国ＩＣＴ産業の国際競争力ある産業への誘導が進んでいる。

今後は、より一層の海外展開支援として施策を総合的に展開していく。 

（必要性） 

 二国間及び多国間関係への対応、アジア各国等との協力等により、二国間・多国間等の枠組み

による国際的な課題を解決するための協調及び貢献は、政府間等の協議など行政が実施すること

が不可欠な分野であるとともに、ＩＣＴ分野における国際的な課題や気候変動等の社会的諸課題

が存在しているため、引き続きの対応の必要がある。また、戦略的情報発信、国際機関に対する

財政的・人的支援等を通じたＩＣＴ分野における国際競争力強化に向けた海外展開支援等の推進

は我が国の成長力の強化に資するため、より一層推進していく必要がある。 

（有効性） 

 二国間・多国間での政策協議、国際機関等における会議への参画及び意見交換については、国

際的な課題等の共有、貿易問題の深刻化の事前解決等が図られるとともに、今後の国内政策の企

画・立案へのフィードバックが行われており、成果が上がっている。 

また、アジア諸国との間でのＩＣＴ分野での協力関係の推進、人材育成及び国際共同実験の実

施状況も、期待される成果が上がっている。 

更に、ＩＣＴ国際競争力強化につながる、海外におけるセミナー・シンポジウム等の実施状況

についても、確実に成果が上がっているところであり、有効性が認められる。 

（効率性） 

 ＩＣＴ分野における国際的な課題については、国際機関において重要なポストに我が国からの

候補を輩出し、イニシアティブを取ることで貢献を行うとともに、政策協議、国際会議への参画

等の二国間及び多国間関係への対応、国際共同実験の実施等により、国際的な互恵関係の構築を

効率的に図っている。また、国際競争力強化に向けた海外展開支援活動等の推進について、地上

デジタル放送、モバイル、次世代ＩＰネットワーク等の分野を定めて重点的に取組を行うととも

に、官民合同でセミナー・シンポジウムを実施するなど国と民間との連携を図ることにより、 
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民間が個別に蓄積しているノウハウを活用しつつ、効率的な施策推進を図っている。 

（反映の方向性） 

 二国間・多国間での協議等については課題解決及び情報共有が図られている。引き続き気候変

動へのＩＣＴ分野の貢献等の国際的な課題に対応していく。アジア各国等への協力については協

力関係の構築及び人材育成の成果が上がっており、今後も着実に推進していく。我が国ＩＣＴ産

業の一層の海外展開支援のため、戦略的情報発信を拡充することとする。高度ＩＣＴ共同実験に

ついては一定の成果が得られたため実施体制の見直しを行う。 

 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 

指標等 目標値 目標年度 17 年度 18 年度 19 年度 

二国間での政

策協議、国際機

関等における

会議への参画

及び意見交換

の実施状況 

国際会議への

参画及び意見

交換の実施 

19 年度 

(単年度)

 

・世界情報社

会サミット

(WSIS) に 参

加 

・APEC 第 6 回

電気通信・情

報担当大臣

会合に参加 

・ASEAN＋3 電

気通信及び

IT 担当大臣

会合に出席 

等 

・ITU 全権委員会

議に出席 

・ASEM ICT 閣僚

会合に出席、 

・ASEAN との電気

通信及び IT 担当

大臣会合に出席 

・インターネット

ガバナンスフォ

ーラムに参加 

・日仏 ICT シンポ

ジウムを開催 

等 

・APT 事務局長に我が国の

擁立候補が当選 

・次世代移動通信システム

について研究委員会の議

長に我が国の擁立候補が

当選  

・APEC、OECD の ICT 関係

会合への出席及び EU、英、

豪、加等との政策協議の実

施  

・米・EU との経済協議の

実施 

･インターネットガバナン

スフォーラムに参加 

等 

アジア諸国と

の間でＩＣＴ

分野での協力

関係の推進状

況 

10 カ国以上 20 年度 累計９カ国 

 

累計１２カ国 

 

累計１３カ国 

 

アジア諸国に

おけるＩＣＴ

分野の人材育

成の実施状況 

3000 人 20 年度 ７６６人 

 

５９４人 

 

６５３人 

（累計３，６４７人） 

海外における

セミナー・シン

ポジウム等の

実施状況 

海外における

セミナー・シン

ポジウム等の

実施 

19 年度 

(単年度)

 

－ － ・地上デジタル放送方式に

ついてはチリ、アルゼンチ

ン、フィリピン等、次世代

ＩＰネットワーク及びワ

イヤレス分野については

ベトナム、マレーシア等に

総務大臣等が採用・普及の

働きかけを実施 

国際情報ハブ

形成のための

高度ＩＣＴ共

同実験の実施

状況 

実施した実験

の数 （累計）

５以上  

実験に参加し

た機関数（累

計）２０以上 

20 年度 － － ・遠隔教育システム（２実

験）、超高精細医療画像の

伝送技術（２実験）及びＩ

Ｐ電話の国際相互接続の

実証実験等の５実験を実

施し、アジア諸国の大学、

民間企業等の２３機関が

参加 

関係する

施政方針

演説等内

閣の重要

政策（主

なもの） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

ＩＴ新改革戦略 平成１８年１月１９日 Ⅱ３． 課題解決モデルにおける日本のプレゼンスの向上

重点計画－２００６ 平成１８年７月２６日 ３．２ 課題解決モデルの提供による国際貢献 

ＩＴ新改革戦略 政策パッ

ケージ 
平成１９年４月５日 ３．（１）イ（ウ）ＩＣＴ産業の国際競争力強化等 

重点計画－２００７ 平成１９年７月２６日 

Ⅱ１．３ ＩＣＴ産業の国際競争力強化等 

Ⅲ３．１ 国際競争社会における日本のプレゼンス向上 

Ⅲ３．２ 課題解決モデルの提供による国際貢献 
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